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4．国際貢献の推進 

（1）海外技術研修員受入事業 

本県が交流を進めている地域の研修員または島根県から海外に移住した者の子孫等を受け入れ県内

企業等において研修を実施することで相互の国際協力・国際理解の促進を図るとともに当該国・地域の

発展に寄与することを目的としている。 

① 島根県海外技術研修員（日系研修員）年度別受入実績 （単位:人） 

   
地域 東欧

　　　国別
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1981(S56) 4 4
1982(S57) 2 1 2 1 6
1983(S58) 2 1 1 4
1984(S59) 1 1 1 1 4
1985(S60) 1 1 2
1986(S61) 1 3 1 5
1987(S62) 2 1 3
1988(S63) 1 1 2
1989(H1) 1 1 1 3
1990(H2) 1 1 1 3
1991(H3) 2 1 1 1 5
1992(H4) 2 3 1 1 7
1993(H5) 3 6 1 2 12
1994(H6) 4 6 1 1 1 2 15
1995(H7) 4 10 1 2 1 1 19
1996(H8) 4 11 1 2 2 1 2 23
1997(H9) 4 15 2 1 1 1 2 1 1 28
1998(H10) 3 15 1 1 1 1 22
1999(H11) 2 15 2 1 1 21
2000(H12) 15 1 1 1 18
2001(H13) 15 2 1 1 1 20
2002(H14) 12 1 1 2 16
2003(H15) 12 2 1 1 2 18
2004(H16) 5 1 6
2005(H17) 2 1 1 1 5
2006(H18) 1 1 2
2007(H19) 1 1 2
2008(H20) 1 1
2009(H21) 1 1 2
2010(H22) 1 1
2011(H23) 1 1 2
2012(H24) 1 1
2013(H25) 1 1
2014(H26) 2 2
2015(H27) 1 1 2
2016(H28) 1 1 2
2017(H29) 1 1
2018(H30) 1 1
2019(R元) 2 4 1 7
2020(R2) 0

0
0

2022(R4) 3 3
1 1

0
計 29 146 19 6 3 2 10 1 1 5 4 3 11 49 4 1 1 1 1 1 1 1 2 302

短期研修は、案件不成立により中止
2023(R5)

計

長期・短期研修ともに新型コロナウイルス感染症の影響により中止
長期研修は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止

2021(R3)

北東アジア アジア 中南米 太平洋

短期研修は、新型コロナウイルス感染症の影響により受入中止（代替として動画視聴による遠隔研修を実施）
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② 島根県海外技術研修員（日系研修員）受入機関・研修内容（過去 10年） 
                                                                                         

（2）自治体職員協力交流事業 

海外の地方自治体等の職員を「協力交流研修員」として島根県に約 7ヶ月間受け入れ、地方自治体の

ノウハウ、技術の習得を図るとともに、受入自治体の国際化施策等への協力を通じて地域の国際化を推

進することを目的としている。 

①  海外の自治体から受入れた研修員 （単位:人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2015～

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2023

(H8) (H9) (H10) (H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27～

R5)

韓国 1 3 1 1 1 7

中国（寧夏） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

中国（吉林） 2 1 1 1 1 1 2 2 1 1 13

中国（その他） 1 1

フィリピン 1 1

タイ 1 1 2 2 2 2 2 2 14

インドネシア 1 1

ベトナム 1 1

合計 2 4 4 5 6 4 5 4 3 3 1 1 1 1 0 1 1 1 1 0 48

　　　     年度別

  国別
計

年度 国籍 研修内容 研修機関 人数

2014
(H26)

ブラジル
（日系研修員）

Rubyを使用したソフトウェアの開発技術 (株)ネットワーク応用通信研究所 2

ブラジル
（日系研修員）

グラフィックデザイン
島根県立東部高等技術校・(有)ノード
・(株)フレーム・島根デザイン専門学校

ロシア 国際交流 県立大学

ブラジル
（日系研修員）

日本企業の経営戦略・経営スキルの習得 (株)ミック・サンラポーむらくも

中国
（寧夏回族自治区）

医療（小児科 呼吸器系） 島根大学医学部附属病院 小児科

2017
(H29)

ブラジル
（日系研修員）

日本社会における起業スキルの習得（経営方
法・マーケティング・営業）

(株)玉造温泉まちデコ 1

2018
(H30)

ブラジル
（日系研修員）

日本の企業及び行政における建築・土木の知
識習得（企画・管理）

カナツ技研工業(株)、(株)田部 1

ブラジル
（日系研修員）

初等教育スキルの習得と日本文化活動 育英幼稚園 1

2019

アルゼンチン
（日系研修員）

2

(R元) ブラジル
（日系研修員）

日系団体青年部等の担い手育成のための日本
文化研修

安来節保存会、（株）小林工房など 3

ペルー
（日系研修員）

1

2020
(R2)

0

0

0

2022
(R4)

ブラジル
（日系研修員）

日本社会におけるビジネススキルの習得及び
日系アイデンティティの涵養

TSKエンタープライズDC株式会社 1

2023
(R5)

ブラジル
（日系研修員）

日本の看護技術・知見の習得及び日系アイデ
ンティティの涵養

島根県立大学出雲キャンパス、島根県立中央病院 1

2

2016
(H28)

2

短期研修は、新型コロナウイルス感染症の影響により受入中止（代替として動画視聴による遠隔研修を実施）

長期研修は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止
2021
(R3)

長期・短期研修ともに新型コロナウイルス感染症の影響により中止

2015
(H27)
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② 自治体職員協力交流研修員 研修内容（最終実施以前 10 年分） 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
 

（3）県費留学生受入事業 

南米地域在住の本県出身者子弟を本県の大学に留学生として 1年間受け入れることにより、帰国後の

本人の南米地域における社会的・経済的及び文化的地位の向上を図るとともに、本県と当該地域との友

好交流及び国際親善に貢献することを目的としている。 

① 県費留学生 年度別受入実績 （単位:人） 
                                    

② 県費留学生留学先・研究内容（最終実施以前 10 年分） 
                                     

1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983

(S44) (S45) (S46) (S47) (S48) (S49) (S50) (S51) (S52) (S53) (S54) (S55) (S56) (S57) (S58)

ブラジル 1 1 1 1 2 1 1 2 2 1 1 1 1

アルゼンチン

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1998 1999

(S59) (S60) (S61) (S62) (S63) (H1) (H2) (H3) (H4) (H5) (H6) (H10) (H11)

ブラジル 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1

アルゼンチン

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

(H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22)

ブラジル 1 1 1 1 1 1 1

アルゼンチン 1

35

1

計

　　　　年度別
国別

　　　　年度別
国別

　　　　年度別
国別

1995～1997

(H7～H9)

1

2011～2023

(H23～R5)

年度 国籍 研修内容 受入機関 人数

観光振興 国際課

国際交流 国際課、観光振興課

韓国（慶尚北道） 水産 松江水産事務所

中国（寧夏）

医療 松江赤十字病院

2006(H18) 中国（寧夏） 国際交流 文化国際課 1

2007(H19) 中国（寧夏） 国際交流 文化国際課 1

2008(H20) 中国（寧夏） 畜産 畜産技術センター 1

2009(H21) 中国（寧夏） 一般行政、観光 文化国際課 1

2011(H23) 中国（吉林） 観光行政 観光振興課 1

2012(H24) 中国（寧夏） 看護 中央病院 1

2013(H25) 中国（寧夏） 看護 医療政策課 1

2014(H26) 中国（吉林） 国際交流 文化国際課 1

2004(H16)
中国（吉林）

3

2005(H17)
一般行政 文化国際課

3
中国（吉林）

年度 国籍 留学先 研究内容 人数

2000（H12） ブラジル 島根大学総合理工学部 コンピュータシステム分析 1

2001（H13） ブラジル 島根県立大学総合政策学部 ニューエコノミー理論とデジタルディバイド 1

2002（H14） ブラジル 島根大学法文学部 グローバル化していく経済の中での地域経済の重要性 1

2003（H15） ブラジル 島根大学法文学部 日本語と日本の文化 1

2004（H16） 島根県立大学総合政策部 日本社会（移住地）と日本での生活習慣の比較研究

2005（H17） 島根県立大学大学院北東アジア研究科 石見銀山の文化観光

2006（H18） ブラジル 島根大学生物資源科学研究科 分裂酵母の細胞分化を制御する情報伝達学の機構 1

2007（H19） ブラジル 島根大学医学部耳鼻咽喉科 騒音性難聴に関する疫学調査 1

2008（H20） アルゼンチン 島根大学生物資源科学部 植物遺伝資源の分類・評価 1

2010（H22） ブラジル 島根大学医学部 顎顔面口腔外科小手術手技の取得 1

ブラジル 1
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（4）国際協力機構（JICA）発行の社会貢献債購入 

本県では、JICA 発行の社会貢献債を 2017(H29)年 6 月、2020(R2)年 6 月に 10 年債を各 2 億円、

2016(H28)年 6 月に 20 年債を 2 億円購入することにより、途上国向けの円借款や海外投融資といった

JICA の活動に貢献している。 

（5）外国人技能実習生受入状況 

①技能実習計画認定件数 

合 計 

第 1 号 

（1 年目） 

第 2 号 

（2～3 年目） 

第 3 号 

（4～5 年目） 

企業単独型 団体監理型 企業単独型 団体監理型 企業単独型 団体監理型 

1,775 4 877 9 761 0 124 

団体監理型 … 非営利の監理団体(事業協同組合、商工会等)が技能実習生を受入れ、傘下の企業等で技能実習

を実施 

※外国人技能実習機構による調査を経て主務大臣が団体を許可 

企業単独型 … 日本の企業等が海外の現地法人、合弁企業や取引先企業の職員を受け入れて技能実習を実施 

② 職種別認定件数 

業 種 認 定 件 数 業 種 認 定 件 数 

農 業 57 機 械 ・ 金 属 177 

漁 業 24 そ の 他 344 

建 設 338 主務大臣が告示で定める職種 0 

食 品 製 造 337 
移 行 対 象 職 種 ・ 
作 業 以 外 の 取 扱 職 種 

31 

繊 維 ・ 衣 服 467 合 計 1,775 

③ 国籍別認定件数 

国 名 認 定 件 数 国 名 認 定 件 数 

ベ ト ナ ム 833 カ ン ボ ジ ア 117 

イ ン ド ネ シ ア 361 タ イ 65 

ミ ャ ン マ ー 143 ネ パ ー ル 4 

フ ィ リ ピ ン 117 そ の 他 20 

中 国 115 合 計 1,775 

外国人技能実習機構 令和 5 年度業務統計による（2024(R6)年 3月調査） 
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（6）JICA海外協力隊派遣 

独立行政法人国際協力機構(JICA)は開発途上国からの要請（ニーズ）に基づき、それに見合った技術・

知識・経験を持ち、「開発途上国の人々のために生かしたい」と望む方を募集し、選考、訓練を経て派

遣する「JICA ボランティア事業」を行っている。 

本県でもこの事業の募集広報に協力しており、島根県からはこれまでに 429人の JICA 海外協力隊（青

年海外協力隊、シニア海外協力隊等）が派遣されている。 

2023(R5)年 3 月 31 日時点におけるこれまでの派遣実績は次のとおりである。（JICA 中国提供の実績

に基づく） 

① JICA海外協力隊派遣実績（区分・年度別） （単位：人） 

     

青
年
海
外
協
力
隊

/
海
外
協
力
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シ
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海
外
協
力
隊

日
系
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/
日
系
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外
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力
隊

日
系
社
会
シ
ニ
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海
外
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力
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計

青
年
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協
力
隊

/
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協
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隊

日
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会
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海
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日
系
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シ
ニ
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海
外
協
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計

1965 S40 0 0 1995 H7 9 9

1966 S41 2 2 1996 H8 6 6

1967 S42 2 2 1997 H9 8 8

1968 S43 0 0 1998 H10 13 13

1969 S44 1 1 1999 H11 13 13

1970 S45 3 3 2000 H12 10 1 11

1971 S46 3 3 2001 H13 7 1 1 9

1972 S47 0 0 2002 H14 9 2 11

1973 S48 5 5 2003 H15 13 1 1 15

1974 S49 2 2 2004 H16 6 1 7

1975 S50 4 4 2005 H17 18 4 22

1976 S51 1 1 2006 H18 13 2 15

1977 S52 5 5 2007 H19 8 1 9

1978 S53 5 5 2008 H20 10 4 14

1979 S54 3 3 2009 H21 13 6 1 20

1980 S55 4 4 2010 H22 14 2 1 17

1981 S56 2 2 2011 H23 12 4 1 1 18

1982 S57 3 3 2012 H24 10 10

1983 S58 5 5 2013 H25 10 1 1 12

1984 S59 9 9 2014 H26 13 1 1 15

1985 S60 12 12 2015 H27 9 1 10

1986 S61 7 7 2016 H28 3 3 6

1987 S62 8 8 2017 H29 9 2 11

1988 S63 1 1 2018 H30 5 1 6

1989 H1 4 1 5 2019 R元 5 5

1990 H2 5 5 2020 R2 0 0

1991 H3 9 9 2021 R3 1 1

1992 H4 6 6 2022 R4 4 4

1993 H5 6 6 2023 R5 8 1 9

1994 H6 5 5 381 35 7 6 429

　　　　区分
 

　年度

　　　　区分
 

　年度

計
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② 職種別 JICA海外協力隊派遣実績 （単位：人） 

 

分
野

職種名 計
分
野

職種名 計
分
野

職種名 計

コミュニティ開発 19 Ａ Ｖ 機 器 1 司書・学芸員（旧） 3

防 災 ・ 災 害 対 策 1 船 舶 機 関 1 文 化 財 保 護 1

統 計 1 自 動 車 整 備 6 写 真 1

コンピュータ技術 14 木 工 2 美 容 師 1

上 下 水 道 （ 旧 ） 3 陶 磁 器 3 家 政 ・ 生 活 改 善 9

廃 棄 物 処 理 1
商

業

・

観

光
経 営 管 理 1 手 工 芸 4

土 木 4 青 少 年 活 動 15 服 飾 7

都 市 計 画 2 環 境 教 育 6 日系日本語学校教師 2

造 園 1 陸 上 競 技 3 編 物 1

建 築 6 水 泳 2 文 化 1

測 量 8 卓 球 2 看 護 師 24

電 気 通 信 5 バ レ ー ボ ー ル 3 保 健 師 10

食用作物・稲作栽培 12 野 球 5 助 産 師 5

野 菜 栽 培 7 サ ッ カ ー 2 臨 床 検 査 技 師 2

果 樹 栽 培 1 柔 道 8 薬 剤 師 2

バイオテクノロジー 1 合 気 道 1 作 業 療 法 士 4

土 壌 肥 料 1 ラ グ ビ ー 1 理 学 療 法 士 1

農 林 統 計 1 ＰＣインストラクター 3 医 療 機 器 2

農 業 土 木 2 視 聴 覚 教 育 1 栄 養 士 6

農 業 機 械 3 音 楽 9 公 衆 衛 生 2

農畜産物加工（旧） 1 美 術 2 感染症・エイズ対策 3

家 畜 飼 育 8 教育行政・学校運営 1 ソーシ ャル ワーカ ー（旧） 5

獣 医 ・ 衛 生 3 日 本 語 教 育 26 ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 1

林 業 ・ 森 林 保 全 1 理 科 教 育 1 養 護 （ 旧 ） 2

水 産 開 発 4 理数科教師（ 旧） 30 障 害 児 ・ 者 支 援 4

養 殖 5 体 育 13 福 祉 用 具 1

金 属 加 工 1 小 学 校 教 育 26 高 齢 者 介 護 1

工 作 機 械 2 幼 児 教 育 7 労 働 安 全 衛 生 1

冷 凍 機 器 ・ 空 調 2 機 械 工 学 3
そ

の

他
渉 外 促 進 9

電 気 ・ 電 子 機 器 7 衛 生 工 学 1 計 429

電 気 ・ 電 子 設 備 1 司 書 1

保
健
・
医
療

計
画
・
行
政

公
共
・
公
益
事
業

農
林
水
産

社
会
福
祉

人
的
資
源

鉱
工
業

人
的
資
源

鉱
工
業
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③ 派遣国別 JICA海外協力隊派遣実績  （単位：人） 

 
大洋州地域 42 1 1 2 0 1 0 0 0 0 2 49
フィジー 4 (シ1) 4
キリバス 0 1 1
マーシャル 3 1 (シ) 4
ミクロネシア 5 5
パプアニューギニア 5 (シ1) 1 6
ソロモン 4 1 (シ) 5
トンガ 10 (シ1) 1 11
バヌアツ 4 (シ2) 1 5
サモア 6 (シ1) 6
パラオ 1 (シ) 1 2
北米中南米地域 80 3 5 2 2 2 1 0 0 1 2 98
ベリーズ 1 1 1 3
コスタリカ 3 (シ1) 1 1 5
ドミニカ共和国 7 (シ1) 1 8
エルサルバドル 2 2
グアテマラ 4 4
ホンジュラス 10 (シ2) 1 11
ジャマイカ 2 1 (シ) 3
メキシコ 3 (シ1) 3
ニカラグア 1 1 2
パナマ 3 3
セントルシア 1 1 1 3
アルゼンチン 2 (日シ) 2
ボリビア 6 3 9

ブラジル 9
(日5

 日シ3) 1 (日) 1
(日

シ) 1
(日

シ) 12

コロンビア 3 1 (シ) 4
エクアドル 7 (シ1) 7
パラグアイ 9 9
ペルー 6 1 7
ウルグアイ 1 (シ) 1
中東地域 27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 28
ヨルダン 5 (シ1) 5
シリア 3 3
エジプト 4 (シ1) 4
モロッコ 8 1 9
チュニジア 7 (シ4) 7
アフリカ地域 95 6 1 1 5 3 2 0 1 1 2 117
ボツワナ 3 1 4
エチオピア 2 1 3
ガーナ 16 1 1 1 1 20
ケニア 11 11
マラウイ 11 1 2 1 15
ウガンダ 2 2
タンザニア 15 15
ザンビア 12 1 1 1 15
ジンバブエ 2 2
ベナン 0 1 1 2
ブルキナファソ 5 5
カメルーン 0 1 1
コートジボワール 1 1
ジブチ 3 3
ガボン 1 1
マダガスカル 0 1 1 1 3
モザンビーク 1 1
ニジェール 5 5
ルワンダ 2 1 3
セネガル 3 1 1 5
欧州地域 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
ルーマニア 1 1
ハンガリー 1 1
ポーランド 3 3
アジア地域 113 5 3 1 4 0 2 0 0 2 2 132
インドネシア 5 1 6
マレーシア 7 7
フィリピン 14 1 15
タイ 4 (シ1) 4
カンボジア 6 (シ2) 1 (シ) 7
ラオス 11 (シ2) 1 (シ) 1 1 14
東ティモール 0 1 1 2
ベトナム 2 1 3
ミャンマー 0 2 (シ1) 2
中華人民共和国 8 8
モンゴル 3 2 1 6
キルギス 2 2
ウズベキスタン 2 1 1 4
ブータン 2 1 3
バングラデシュ 13 13
インド 5 5
モルディブ 2 2
ネパール 13 (シ2) 1 14
パキスタン 6 6
スリランカ 8 1 9

計 362 15 10 6 11 6 5 0 1 4 9 429

数字のみ：青年海外協力隊/海外協力隊

シ：シニア海外協力隊

日：日系社会青年海外協力隊/日系社会海外協力隊

日シ：日系社会シニア海外協力隊

　　　　　年度
　国名

1965～2013
計

(S40～H25) (H26)
2014 2015 2016 2017 2018 2019

(R3) (R5)
2022
(R4)(H27) (H28) (H29) (H30) (R元) (R2)

2020 2021 2023


